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議事（１）

徳島県の汚水処理の現状について

議事（２）

汚水処理人口普及に向けた取組方針(案)
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・汚水処理人口普及率とは、どれだけの人が生活排水
処理施設を使用できるかを表す指標

・徳 島 県 汚水処理人口普及率（Ｒ４末）

６７．４％

・全国平均 汚水処理人口普及率（Ｒ４末）

９２．９％
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下水道等を利用できる人口＋ 合併処理浄化槽を利用している人口

県人口
汚水処理人口普及率 ＝

※ 汚水処理人口普及率には、単独処理浄化槽、くみ取りの割合は含まれない

徳島県における汚水処理の現状

全国平均との差

25.5％

●汚水処理人口普及率



●徳島県の汚水処理人口普及率の内訳（Ｒ5年度末：集計中）

普及率（Ｒ5）
68.5%

(483,154人)

未普及（R5）
31.5%

(222,134人)
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徳島県における汚水処理の現状

・集合処理（下水道、集落排水等）
対前年度比 ±０.0％

・個別処理（合併処理浄化槽）
対前年度比 ＋1.1％

内　　訳 人 口 (人) 割合

下水道 137,534 19.5%
集落排水施設 18,787 2.7% 普及済

合併処理浄化槽 323,347 45.8% 68.5%
コミプラ 3,486 0.5%
単独処理浄化槽 159,483 22.6% 未普及

くみ取り 18,331 2.6% 31.5%
その他 44,320 6.3%
　　合　　計 705,288



台風の常襲地域
→ 治水対策を重視し、汚水対策の整備着手が遅れた

吉野川など多くの河川の水量が豊富
→ 水の汚れをあまり意識する状況になかったため

中山間地域や人口散在する郊外地域が多い
→ 時間と費用がかかる下水道よりも家庭用の単独処理浄化槽

の普及が進んだため

●なぜ徳島県の生活排水処理施設の整備が遅れたのか

水洗化率は「９３．９％」（全国平均９６．１％）※Ｒ４年度末
「住環境の質」は一定レベルに達している状況

→ 単独処理浄化槽の転換が進まず、
汚水人口普及率が向上していない。
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徳島県の汚水処理の現状
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能登半島地震における下水道の被害状況

※国土交通省 第２回「上下水道地震対策検討委員会」資料より
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能登半島地震における浄化槽の被害状況

7



徳島県における下水道整備の取組状況①

●普及率向上に向けた取組

令和６年度は徳島市をはじめ１３市町で事業を実施

○下水道未普及対策（下水道の普及に向けた管路等の整備など）
C=１，２７０百万円（対前年度比 １.１５）

令和６年度の下水道事業費 C=３，１９２百万円（対前年度比 １.１２）

徳島市、鳴門市、吉野川市、美波町、海陽町、
松茂町、北島町、藍住町、板野町

・実施市町

未普及対策 下水管敷設 旧吉野川浄化センター
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未普及対策 マンホール築造



●長寿命化対策等の取組

○浸水対策（雨水排水路の整備等）
C= ２３７百万円

徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市、吉野川市、
美波町、松茂町、北島町、つるぎ町

・実施市町
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徳島県における下水道整備の取組状況②

○老朽化対策（管渠更生、設備更新等）
C=１，５３２百万円

徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市、吉野川市、
松茂町、つるぎ町、東みよし町

・実施市町

○地震対策（耐震化工事等）
C= １５３百万円

徳島市、鳴門市、阿南市、吉野川市、松茂町
・実施市町

マンホール耐震化（吉野川市）

自家発電機改築（徳島市）

八万南都市下水路（徳島市）



徳島県における浄化槽整備の取組状況

●浄化槽整備事業
各市町村が行う浄化槽設置整備事業を補助

●浄化槽整備事業（補助率1/3、1/4）

●公共浄化槽等整備推進事業（補助率10/30以内）

●単独槽・くみとり槽撤去費補助事業（補助率1/6以内）

●宅内配管工事（補助率1/6以内）

令和６年度 浄化槽整備事業補助金 ６３百万円
（対前年度比 １.００）

●安全安心浄化槽普及推進事業（補助率1/2以内）

１　浄化槽設置整備事業（個人設置型） ２　公共浄化槽等整備推進事業（市町村設置型）
○　個人が設置し，市町村が設置費用（本体＋施工費）を助成する事業。 ○　市町村が個人の住宅等に設置する。

○　個人が維持管理を行う。 ○　市町村が維持管理を行う。

○　市町村の負担は小さいが，個人の負担は増える。 ○　個人の負担は減るが，市町村の維持管理事務が増える。

  (1) 新設   (1) 新設・転換　（５１人槽以上の浄化槽については住宅施設に限る）

  (2) 転換   (2) 共同浄化槽

※　浄化槽基準額 　(3) 計画支援事業

5人槽：33.2万円，6～7人槽：41.4万円

　■　撤去費（個人設置型・市町村設置型共通，上乗せ補助）

　ア　単独処理浄化槽 　イ　くみ取り槽

　■　宅内配管工事費（個人設置型・市町村設置型共通，上乗せ補助）

　ア　単独処理浄化槽 　イ　くみ取り槽

注）　 　環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に採択された事業においては，国の助成率は1/2となる。

■ 【新設】安全安心浄化槽普及推進事業（個人設置型・市町村設置型共通）

○「徳島県木造住宅耐震化促進事業」による耐震改修に合わせて　合併処理浄化槽への整備を行う場合、設置費に上乗せ補助

*市町村設置型は1万円まで

（補助基準額） (浄化槽基準額)

浄化槽に係る国庫・県助成の概要について

個人

市町村 市町村

市町村

(2/3)

国

(1/3)

個人

(3/30)

市町村

(14/30)
県

(3/30以内)

国

(10/30)

6割 4割 1割 9割

個人

市町村 市町村

市町村

(1/3)
県

(1/3以内）

国

(1/3)

個人

(3/30)

市町村

(14/30)
県

(3/30以内)

国

(10/30)

市町村 市町村

6割 4割 1割 9割

（補助基準額） (浄化槽基準額)

国

(2/6)

市町村

市町村

(1/3)

県

 (1/3以内)

国

(1/3)

市町村

(3/6)

県

(1/6以内)

国

(2/6)

市町村

(3/6)

県

(1/6以内)

30万円まで

１２万円まで ９万円まで

市町村 市町村

市町村

(3/6)

県

(1/6以内)

国

(2/6)

市町村

(3/6)

県

(1/6以内)

国

(2/6)

5万円まで*

(１基当たり)

市町村

市町村

(1/2)

県

 (1/2以内)

30万円まで
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防災協定の見直し
国への要望
ＤＸ化への取組
標準契約書の見直し

＜今後の予定＞
防災訓練への参加

とくしま浄化槽連絡協議会の取組状況

●とくしま浄化槽連絡協議会の取組
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議題（１）

徳島県の汚水処理の現状について

議題（２）

汚水処理人口普及に向けた取組方針(案)
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第１回対策会議(R5.9.27)での意見

◆下水道
・接続率が低い

◆合併処理浄化槽
・転換が必要な人に伝えることが大事
・河川の水質改善効果を啓発
・住民の集まる場において啓発
・普及促進につながる仕組みづくりが必要

●第１回での主な意見
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汚水処理人口普及に向けた取組方針(案)

○下水道

・整備促進・普及啓発

⇒ 接続率向上につなげる

○合併処理浄化槽

・浄化槽台帳を活用、ターゲットを絞った啓発の実施

・合併処理浄化槽の未普及地区の河川データを整理して重点対策

・住民集会等での出前講座の開催

⇒ 効果的な啓発活動の実施

・普及啓発に向けた新たな制度の研究

⇒ 新たな制度づくりの研究
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汚水処理人口普及対策 スケジュール（案）
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＜取組方針＞
○令和１７年度までに、下水道整備を概成

下水道整備率 １９．５％（Ｒ５末：集計中）

２７．２％（Ｒ１７末）※とくしま生活排水処理構想2022

・事業実施 徳島市、鳴門市、阿南市、吉野川市、美波町、海陽町、
松茂町、北島町、藍住町、板野町

・概成済み 美馬市、つるぎ町、東みよし町

●下水道の整備～接続率の向上

○接続率の向上
接続率 ７８．２％（Ｒ５末:集計中）

更なる普及啓発を実施
（生活環境の改善、汚水処理の意義等）

※新たな整備区域において接続率を高める

下水道事業の取組方針(案) 整備促進、普及啓発
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●徳島県市町村別 未普及の状況（令和５年度末：集計中）

単独浄化槽 くみ取り その他

徳島県における合併浄化槽の未普及状況



合併処理浄化槽の未普及が多い地区

○単独浄化槽が多い地域
○浄化槽全体で単独浄化槽が占める割合が高い

合併処理浄化槽の未普及が多い地区を重点対策(ターゲットを絞る)

18



＜取組方針＞
１ 浄化槽台帳システム基礎データを市町村へ提供

⇒ 情報提供を実施
⇒ 合併浄化槽の普及促進やＤＸ化に寄与

２ 未普及地点の洗い出し～啓発
⇒ 箇所選定～重点エリア絞り込み～啓発

（市町村と調整）

３ 効果的な啓発の実施
⇒ 新たに住宅耐震化工事に合わせた合併浄化槽

の転換を呼びかけ

浄化槽の取組方針(案) 効果的な啓発

●浄化槽台帳を活用し、ターゲットを絞った効果的な啓発の実施
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＜取組方針＞

1 選定地点の決定
⇒ ５カ所程度選定(市町村と調整)

2 ＢＯＤ測定
⇒ 調査機関に測定を依頼（市町村・地元と調整）

3 地元住民への普及啓発
⇒ 測定結果をＨＰなど活用し、普及啓発に繫げる

未普及地区の河川データを整理し重点対策

●合併処理浄化槽の未普及地区の河川データ(水質)を整理し重点対策
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＜取組方針＞

1 住民へのＰＲ
⇒ 説明会開催箇所の選定～開催

(市町村と調整)
⇒ ９月１0日に「下水道の日キャンペーン」を予定
⇒ １０月に「浄化槽月間キャンペーン」を予定

2 出前講座の実施
⇒ 継続して市町村と連携し実施

住民集会等での出前講座の開催
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＜取組方針＞

1 事例調査

⇒ 担当者会議を通じ情報提供を実施

２ 維持管理の支援制度

⇒ 市町村の意見聴取、支援制度の拡充を検討

３ 浄化槽の料金体制の見直し

⇒ 従量制の研究

⇒ 補助金の制度拡充の検討

普及啓発に向けた新たな制度の研究

22


